
新旧対照表 

改 正 案 現   行 

君津市建設工事適正化指導指針 

 最終改定 令和７年５月１日 

 

（定 義） 

第２条 省略 

 (1)～(6) 省略 

 (7) 営業所技術者 

    法第 7条第 2号に規定する営業所技術者をいう。 

 (8) 特定営業所技術者 

    法第 15 条第 2号に規定する特定営業所技術者をいう。 

 (9)～(11) 省略 

 (12) 連絡員 

    建設業法施行規則（昭和 24 年建設省令第 14 号。以下「規則」

という。）第 17 条の 2 第 1 項第 3 号及び第 17 条の 5 第 1 項第 3

号に規定する監理技術者等との連絡その他必要な措置を講ずる

ための者（当該建設工事が土木一式工事又は建築一式工事である

場合は、当該工事に関する実務の経験を 1 年以上有する者に限

る。）をいう。 

 (13)～(18) 省略 

 

（下請契約の締結の制限） 

第５条 特定建設業者でなければ、その者が発注者から直接請け負

った建設工事を施工するため次の各号の一に該当する下請契約を

締結してはならない。 

(1) 下請代金の額が１件で５，０００万円以上（当該特定建設業

君津市建設工事適正化指導指針 

 最終改定 令和５年２月１日 

 

（定 義） 

第２条 省略 

 (1)～(6) 省略 

（新設） 

 

（新設） 

 

 (7)～(9) 省略 

 (10) 特例管理技術者 

    法第２６条第４項に規定する特例管理技術者をいう。 

 

 

 

 

 

 (11)～(16) 省略 

 

（下請契約の締結の制限） 

第５条 特定建設業者でなければ、その者が発注者から直接請け負っ

た建設工事を施工するため次の各号の一に該当する下請契約を締結

してはならない。 

(1) 下請代金の額が１件で４，５００万円以上（当該特定建設業



改 正 案 現   行 

者が建築一式工事を施工する場合にあっては、８，０００万円

以上）である下請契約 

 (2) 一工事で下請契約が二以上になる場合において、その下請契

約を締結することにより、下請代金の総額が５，０００万円以

上（当該特定建設業者が建築一式工事を施工する場合にあって

は、８，０００万円以上)となる下請契約 

２ 省略 

 

（技術者の適正な配置） 

第６条 省略 

２ 発注者から直接建設工事を請け負った特定建設業者は、当該工事

を施工するために締結した下請契約の請負代金の総額が５，０００

万円以上（当該特定建設業者が建築一式工事を施工する場合にあっ

ては、８，０００万円以上）になる場合においては、前項の規定に

かかわらず、当該工事現場に監理技術者を置いて工事施工の技術上

の管理を行わなければならない。 

３ 建設業法施行令（昭和３１年政令第２７３号。以下「政令」とい

う。）第２７条に定める建設工事においては、前二項に定める主任

技術者又は監理技術者は、工事現場ごとに専任でなければならな

い。この場合、主任技術者又は監理技術者は当該建設業者と直接的

かつ恒常的な雇用関係にある者とし、ここでいう専任とは、他の工

事現場に係る職務を兼任せず、常時継続的に当該建設工事現場に係

る職務にのみ従事するものとする。 

  ただし、次に掲げる要件のいずれかに該当する場合は、この限り

ではない。 

 

者が建築一式工事を施工する場合にあっては、７，０００万円

以上）である下請契約 

 (2) 一工事で下請契約が二以上になる場合において、その下請契

約を締結することにより、下請代金の総額が４，５００万円以

上（当該特定建設業者が建築一式工事を施工する場合にあって

は、７，０００万円以上)となる下請契約 

２ 省略 

 

（技術者の適正な配置） 

第６条 省略 

２ 発注者から直接工事を請け負った特定建設業者は、当該工事を施

工するために締結した下請契約の請負代金の総額が４，５００万円

以上（当該特定建設業者が建築一式工事を施工する場合にあって

は、７，０００万円以上）になる場合においては、前項の規定にか

かわらず、当該工事現場に監理技術者を置いて工事施工の技術上の

管理を行わなければならない。 

３ 建設業法施行令（昭和３１年政令第２７３号。以下「政令」とい

う。）第２７条に定める建設工事においては、前二項に定める主任

技術者又は監理技術者は、工事現場ごとに専任でなければならな

い。ただし、監理技術者にあっては、発注者から当該建設工事を請

け負った特定建設業者が、監理技術者補佐を当該工事現場に専任で

置くときは、この限りではない。 

  この場合、当該技術者は当該建設業者と直接的かつ恒常的な雇

用関係にある者とし、ここでいう専任とは、他の工事現場に係る

職務を兼務せず、常時継続的に当該工事現場に係る職務にのみ従

事するものとする。 
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 （1） 当該建設工事が次のアからキまでに掲げる要件のいずれに

も該当する場合 

  ア 当該建設工事の請負代金の額が１億円未満（建築一式工事に

あっては２億円未満）となるものであること。 

  イ 同一の主任技術者又は監理技術者を置こうとする建設工事

の工事現場間の距離が、これらの者がその１日の勤務時間内に

巡回可能なものであり、かつ、一の工事現場において災害、事

故その他の事象が発生した場合における当該工事現場との間

の移動時間（片道に要する時間）がおおむね２時間以内である

こと。 

  ウ 当該建設工事の全部又は一部に締結される下請契約が規則

第１７条の２第１項第２号に規定する下請契約にまでに限ら

れること。 

  エ 当該建設工事を請け負った建設業者が、連絡員を当該工事現

場に置いていること。 

  オ 当該工事現場の施工体制を、当該建設工事を請け負った建設

業者の主任技術者又は監理技術者が情報通信技術を利用する

方法により確認するための措置を講じていること。 

  カ 当該建設工事を請け負った建設業者が、人員の配置を示す計

画書（様式第１３号又はこれに準ずるもの）を作成し、当該工

事現場に備え置くこと。 

    また、当該計画書は規則第２８条第１項に規定する帳簿（規

則第２６条第６項の規定による記録が行われた同項のファイ

ル又は電磁的記録媒体を含む。）の保存期間と同じ期間営業所

で保存していること。 

    なお、規則第１７条の２第１項第５号イからニまでに掲げる

（新設） 
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事項が、電子計算機に備えられたファイル又は電磁的記録媒体

に記録され、必要に応じ建設業者において電子計算機その他の

機器を用いて明確に紙面又は出力装置の映像面に表示される

ときは、当該記録をもって前号に規定する計画書への記載に代

えることができる。 

  キ 当該工事現場以外の場所から当該工事現場の状況を確認す

るために必要な映像及び音声の送受信が可能な情報発信機器

が設置され、かつ当該機器を用いた通信を利用することが必要

な環境が確保されていること。 

 (2) 当該工事現場に当該管理技術者の行うべき法第２６条の４第

１項に規定する職務を補佐する者として、監理技術者補佐を専

任で置く場合における監理技術者 

４ 前項ただし書の規定は、当該工事現場の数が、政令第３０条に定

める数を超えるときは、適用しない。 

５ 当該建設工事が次に掲げる要件のいずれか該当する場合は、特

定営業所技術者は主任技術者又は監理技術者の職務を、営業所技

術者は主任技術者の職務を兼ねることができる。 

  この場合、当該営業所技術者又は特定営業所技術者（以下「営

業所技術者等」という。）は当該建設業者と直接的かつ恒常的な雇

用関係にある者とする。 

  なお、第３項及び次の各号の併用をすることはできない。 

 (1) 政令第２７条に該当する建設工事で次のアからカまでに掲げ

る要件のいずれにも該当する場合 

  ア 営業所技術者等が置かれている営業所において請負契約が

締結された建設工事であること。 

  イ 当該建設工事の請負代金の額が１億円未満（建築一式工事

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

４ 前項ただし書の規定は、当該工事現場の数が、政令第２９条に

定める数を超えるときは、適用しない。 

（新設） 
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にあっては２億円未満）となるものであること。 

  ウ 同一の主任技術者又は監理技術者を置こうとする建設工事

の工事現場間の距離が、これらの者がその１日の勤務時間内

に巡回可能なものであり、かつ、一の工事現場において災

害、事故その他事象が生した場合における当該工事現場との

間の移動時間（片道に要する時間）がおおむね２時間以内で

あること。 

  エ 当該建設工事の全部又は一部に締結される下請契約が規則

第１７条の２第１項第２号に規定する下請契約にまでに限ら

れること。 

  オ 当該建設工事を請け負った建設業者が、連絡員を当該工事

現場に置いていること。 

  カ 当該工事現場の施工体制を、当該建設工事を請け負った建

設業者の主任技術者又は監理技術者が情報通信技術を利用す

る方法により確認するための措置を講じていること。 

  キ 当該建設工事を請け負った建設業者が、人員の配置を示す

計画書（様式第１３号又はこれに準ずるもの）を作成し、当

該工事現場に備え置くこと。 

    また、当該計画書は規則第２８条第１項に規定する帳簿

（規則第２６条第６項の規定による記録が行われた同項のフ

ァイル又は電磁的記録媒体を含む。）の保存期間と同じ期間営

業所で保存していること。 

    なお、規則第１７条の２第１項第５号イからニまでに掲げ

る事項が、電子計算機に備えられたファイル又は電磁的記録

媒体に記録され、必要に応じ建設業者において電子計算機そ

の他の機器を用いて明確に紙面又は出力装置の映像面に表示
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されるときは、当該記録をもって前号に規定する計画書への

記載に代えることができる。 

  ク 当該工事現場以外の場所から当該工事現場の状況を確認す

るために必要な映像及び音声の送受信が可能な情報発信機器

が設置され、かつ当該機器を用いた通信を利用することが必

要な環境が確保されていること。 

 (2) 政令第２７条に該当しない建設工事で次のアからウまでに掲

げる要件のいずれにも該当する場合 

  ア 営業所技術者等が置かれている営業所において請負契約が

締結された建設工事であること。 

  イ 工事現場の職務に従事しながら実質的に営業所の職務にも

従事しうる程度に工事現場と営業所が近接していること。 

  ウ 当該営業所との間で常時連絡をとりうる体制にあること。 

 (3) 政令第２７条に該当しない建設工事で第１号の要件をすべて

満たす場合（前号の場合以外） 

６ 前項第１号の規定は、当該建設工事の数が、政令第３４条に定

める数を超えるときは、適用しない。 

７ 第３項に定める専任の監理技術者（同項各号及び第５項第１号

に規定する監理技術者を含む。以下同じ。）は、法第２７条の１８

第１項の規定による監理技術者資格者証の交付を受けた者で、国

土交通大臣の登録を受けた講習を受講した者のうちから選任しな

ければならない。 

８ 省略 

 

（元請業者の義務） 

第７条 省略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

５ 第３項に定める専任の監理技術者（特例監理技術者を含む。）

は、法第２７条の１８第１項の規定による監理技術者資格者証の

交付を受けた者で、国土交通大臣の登録を受けた講習を受講した

者のうちから選任しなければならない。 

 

６ 省略 

 

（元請業者の義務） 

第７条 省略 
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 (1)～(3) 省略 

 (4) 元請業者は建設工事について、次に掲げる工期又は請負代金

の額に影響を及ぼす事象が発生するおそれがあると認めるとき

は、請負契約を締結するまでに、下請業者に対して、その旨を

当該事象の状況の把握のための必要な情報と併せて通知するこ

と。 

   ア 地盤の沈下、地下埋設物による土壌の汚染その他の地中の

状態に起因する事象 

   イ 騒音、振動その他の周辺の環境に配慮が必要な事象 

 (5) 元請業者は、その請け負う建設工事について、次に掲げる主

要な資材の供給の著しい現象、資材の価格の高騰その他工期又

は請負代金の額に影響を及ぼす事象（天災その他不可抗力によ

り生じるものを除く。）が発生するおそれがあると認めるとき

は、請負契約を締結するまでに、注文者に対して、その旨を当

該事象の状況の把握のため必要な情報と併せて通知すること。 

   ア 主要な資機材の供給の不足若しくは遅延又は資機材の価格

の高騰であって天災その他不可抗力に生じるもの 

   イ 特定の建設工事の種類における労務の供給の不足又は価格

の高騰であって天災その他不可抗力に生じるもの 

 (6) 元請業者は、下請業者から工期の変更、工事内容の変更又は

請負代金額の変更について協議の申出を受けたときは、当該申

出が根拠を欠く場合その他正当な理由がある場合を除き、誠実

に当該協議に応ずるよう努めなければならない。 

 (7)～(12) 省略 

 

（建設工事の適正な施工の確保のための措置） 

 (1)～(3) 省略 

(4) 元請業者は建設工事について、次に掲げる工期又は請負代金

の額に影響を及ぼす事象が発生するおそれがあると認めるとき

は、請負契約を締結するまでに、下請業者に対して、その旨及

び当該事象の状況把握のための必要な情報を提供すること。 

   ア 地盤の沈下、地下埋設物による土壌の汚染その他の地中の

状態に起因する事象 

   イ 騒音、振動その他の周辺の環境に配慮が必要な事象 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 (5)～(10) 省略 

 

（新設） 
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第７条の２ 特定建設業者は、工事の施工の管理に関する情報シス

テムの整備その他の建設工事の適正な施工を確保するために必要

な情報通信技術の活用に関し必要な措置を講ずるよう努めなけれ

ばならない。 

２ 発注者から直接建設工事を請け負った特定建設業者は、当該建

設工事の下請負人がその下請負に係る建設工事の施工に関し、当

該特定建設業者が講じる前項に規定する措置の実施のために必要

な措置を講ずることができることとなるよう、当該下請負人の指

導に努めるものとする。 

 

（施工体制の把握） 

第９条の２ 特定建設業者は、発注者から直接建設工事を請け負っ

た場合において、当該建設工事を施工するために締結した下請契

約の請負代金の額（当該下請契約が２以上ある時は、それらの請

負代金の額の総額）が５，０００万円以上（建築一式工事にあっ

ては、８，０００万円以上）になるときは、「施工体制台帳及び作

業員名簿（様式第１号又はこれに準ずるもの）」並びに「施工体系

図（様式第３号又はこれに準ずるもの）」を作成し、当該建設工事

の施工体制を的確に把握するものとする。 

なお、建設業法施行規則（昭和２４年建設省令第１４号。以下

「規則」という。）第１４条の２第１項各号及び同条第２項各号に

掲げる事項が、（同条第２項各号に掲げる事項についてはスキャナ

により読み取る方法その他これに類する方法により）電子計算機

に備えられたファイル又は磁気ディスク等に記録され、必要に応

じて当該工事現場において電子計算機その他の機器を用いて明確

に紙面に表示されるときは、当該記録をもって施工体制台帳への

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（施工体制の把握） 

第９条の２ 特定建設業者は、発注者から直接建設工事を請け負っ

た場合において、当該建設工事を施工するために締結した下請契

約の請負代金の額（当該下請契約が２以上あるときは、それらの

請負代金の額の総額）が４，５００万円以上（建築一式工事にあ

っては、７，０００万円以上）になるときは、施工体制台帳（様

式第１号又はこれに準ずるもの）及び施工体系図（様式第３号又

はこれに準ずるもの）を作成し、当該建設工事の施工体制を的確

に把握するものとする。 

  なお、建設業法施行規則（昭和２４年建設省令第１４号。以下

「規則」という。）第１４条の２第１項各号及び同条第２項各号に

掲げる事項が、（同条第２項各号に掲げる事項についてはスキャナ

により読み取る方法その他これに類する方法により）電子計算機

に備えられたファイル磁気ディスク等に記録され、必要に応じて

当該工事現場において電子計算機その他の機器を用いて明確に紙

面に表示されるときは、当該記録をもって施工体制台帳への記載
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記載及び添付資料に代えることができる。 

２～５ 省略 

６ 第１項の特定建設業者は、施工体系図を当該工事現場の工事関

係者が見やすい場所及び公衆が見やすい場所に掲げなければなら

ない。 

  なお、施工体系図の掲示については、国土交通省通知（令和４

年１月２７日付け国不建第４４６号）の要件を満たした上で、デ

ジタルサイネージ等ＩＣＴ機器を活用して行うことができる。 

７ 公共工事についての第１項、第２項、第３項、第４項及び第６

項の規定の適用については、これらの規定中「特定建設業者」と

あるのは「建設業者」と、第１項中「締結した下請契約の請負代

金の額（当該下請契約が２以上ある時は、それらの請負代金の額

の総額）が５，０００万円以上（建築一式工事にあっては８，０

００万円以上）になる」とあるのは「下請契約を締結した」とす

る。 

８～９ 省略 

 

（市発注工事における届出等） 

第１１条 省略 

２ 市発注工事を直接請け負った建設業者は、その工事の主任技術

者又は監理技術者を選任し、市との請負契約締結後原則として７

日以内に主任技術者等選任通知書（様式第７号）を、工事担当課

長に届け出なければならない。現場代理人、監理技術者補佐又は

専門技術者を選任したときも同様とする。 

 

３～４ 省略 

及び添付資料に代えることができる。 

２～５ 省略 

６ 第１項の特定建設業者は、施工体系図を当該工事現場の工事関

係者が見やすい場所及び公衆が見やすい場所に掲げなければなら

ない。 

 

 

 

７ 公共工事についての第１項、第２項、第３項、第４項及び第６

項の規定の適用については、これらの規定中「特定建設業者」と

あるのは「建設業者」と、第１項中「締結した下請契約の請負代

金の額（当該下請契約が２以上ある時は、それらの請負代金の額

の総額）が４，５００万円以上（建築一式工事にあっては７，０

００万円以上）になる」とあるのは「下請契約を締結した」とす

る。 

８～９ 省略 

 

（市発注工事における届出等） 

第１１条 省略 

２ 市発注工事を直接請け負った建設業者は、その工事の主任技術

者又は監理技術者を選任し、又は特例監理技術者及び監理技術者

補佐を選任し、市との請負契約締結後原則として７日以内に主任

技術者等選任通知書（様式第７号）を、工事担当課長に届け出な

ければならない。現場代理人又は専門技術者を選任したときも同

様とする。 

３～４ 省略 
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（監督職員等） 

第１３条 工事担当課長は、市発注工事の施工状況等を監督する者

（以下「監督職員」という。）を定め、監督職員選任通知書（様式

第１１号）により速やかに当該工事を直接請け負った建設業者に

通知しなければならない。監督職員を変更したときも同様とす

る。 

２ 省略 

 

別表第１（第３条関係） 

(1)～(7) 省略 

(8) 価格等（物価統制令（昭和２１年勅令第１１８号）第２条に

規定する価格等をいう。）の変動又は変更に基づく工事内容の

変更又は請負代金の額の変更及びその算定方法に関する定め 

(9)～(16) 省略 

 

別表第３（第１０条関係） 

＜雇用・労働条件の改善＞ 

(1)～(3) 省略 

(4) 建設労働者名簿及び賃金台帳を適正に調製すること。 

(5) 省略 

＜安全・衛生の確保＞ 

(6)～(7) 省略 

＜社会保険の加入＞ 

(8) 省略 

（9） 法定福利費を必要経費として適正に確保すること。特に、元

請業者においては、下請業者との契約に当たって、法定福利費が

（監督職員等） 

第１３条 工事担当課長は、市発注工事の施工状況等を監督する者

（以下「監督職員」という。）を定め、速やかに当該工事を直接請

け負った建設業者に通知しなければならない。監督職員を変更し

たときも同様とする。（様式第１１号） 

 

２ 省略 

 

別表第１（第３条関係） 

(1)～(7) 省略 

(8) 価格等の変動若しくは変更に基づく請負代金の額又は工事内

容の変更 

 

(9)～(16) 省略 

 

別表第３（第１０条関係） 

＜雇用・労働条件の改善＞ 

(1)～(3) 省略 

(4) 建設労働者名簿及び賃金台帳を適正に調整すること。 

(5) 省略 

＜安全・衛生の確保＞ 

(6)～(7) 省略 

＜社会保険の加入＞ 

(8) 省略 

（9） 法定福利費を必要経費として適正に確保すること。特に、元

請負人においては、下請負人との契約に当たって、法定福利費
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内訳明示された見積書（特段の理由により、これを作成すること

が困難な場合にあっては、適正な法定福利費を含んだ見積書）の

提出を見積条件に明示するとともに、提出された見積書を尊重す

ること。また、下請業者においては、法定福利費の内訳を明示し

た見積書を元請業者に対して提出し、算定根拠の適切な説明等を

通じて法定福利費を確保し、自社の技能労働者を必要な保険に加

入させること。 

＜福祉の充実＞ 

(10)～(12) 省略 

＜福利厚生施設の整備＞ 

(13)～(14) 省略 

＜技術及び技能の向上＞ 

(15) 省略 

(16) 建設労働者が有する知識、技能その他の能力についての公

正な評価に基づく適正な賃金の支払その他の労働者の適切な処遇

を確保するための措置を効果的に実施するよう努めること。 

＜適正な雇用管理＞ 

(17)～(19) 省略 

＜その他＞ 

(20) 省略 

 

 

 

 

 

 

が内訳明示された見積書（特段の理由により、これを作成する

ことが困難な場合にあっては、適正な法定福利費を含んだ見積

書）の提出を見積条件に明示するとともに、提出された見積書

を尊重すること。また、下請負人においては、法定福利費の内

訳を明示した見積書を元請負人に対して提出し、算定根拠の適

切な説明等を通じて法定福利費を確保し、自社の技能労働者を

必要な保険に加入させること。 

＜福祉の充実＞ 

(10)～(12) 省略 

＜福利厚生施設の整備＞ 

(13)～(14) 省略 

＜技術及び技能の向上＞ 

(15) 省略 

（新設） 

 

 

＜適正な雇用管理＞ 

(16)～(18) 省略 

＜その他＞ 

(19) 省略 
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様式第１号 
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号

《下
請

負
人

に
関

す
る

事
項

》

会
社

名
代

表
者

名

住
所

資
格

内
容

担
当

工
事

内
容

資
格

内
容

担
当

工
事

内
容

専
　

任
非

専
任

資
格

内
容

専
門

技
術

者
名

現
場

代
理

人
名

権
限

及
び

意
見

申
出

方
法

監
理

技
術

者
名

主
任

技
術

者
名

専
門

技
術

者
名

監
督

員
名

権
限

及
び

意
見

申
出

方
法

発
注

者
の

監
督

員
名

権
限

及
び

意
見

申
出

方
法

下
請

契
約

契
約

営
業

所

区
分

雇
用

保
険

建
設

業
の

許
可

許
　

可
　

業
　

種

施
工

体
制

台
帳

［
事

業
所

名
］

［
会

社
名

］

許
　

可
　

番
　

号

　
　

年
　

　
月

　
　

日

許
可

（
更

新
）
年

月
日

工
事

名
称

及
び

工
事

内
容

発
注

者
名

及
び

住
所

工
期

元
請

契
約

知
事

　
一

般

下
請

契
約

名
　

　
　

　
　

　
　

　
　

称

自
　

　
　

　
年

　
　

　
月

　
　

　
日

至
　

　
　

　
年

　
　

　
月

　
　

　
日

契
約

日
年

　
　

　
月

　
　

　
日

　

　
　

年
　

　
月

　
　

日

一
号

特
定

技
能

外
国

人

の
従

事
の

状
況

（
有

無
）

有
　
　

無
外

国
人

建
設

就
労

者
の

従
事

の
状

況
(有

無
)

有
　
　

無
外

国
人

技
能

実
習

生
の

従
事

の
状

況

(有
無

)

工
事

業

工
事

業

大
臣

　
特

定

知
事

　
一

般

大
臣

　
特

定

有
　

　
無

有
　

　
無

外
国

人
建

設
就

労
者

の
従

事
の

状
況

(有
無

)
有

　
　

無
外

国
人

技
能

実
習

生
の

従
事

の
状

況

(有
無

)
有

　
　

無

※
施

工
体

制
台

帳
の

添
付

書
類

（建
設

業
法

施
行

規
則

第
１

４
条

の
２

第
２

項
）

・
発

注
者

と
作

成
建

設
業

者
の

請
負

契
約

及
び

作
成

建
設

業
者

と
下

請
負

人
の

下
請

契
約

に
係

る
当

初
契

約
及

び
変

更
契

約
の

契
約

書
面

の
写

し
（
公

共
工

事
以

外
の

建
設

工
事

に
つ

い
て

締
結

さ
れ

る
も

の
に

係
る

も
の

は
、

請
負

代
金

の
額

に
係

る
部

分
を

除
く

）
・
主

任
技

術
者

又
は

監
理

技
術

者
が

主
任

技
術

者
資

格
又

は
監

理
技

術
者

資
格

を
有

す
る

事
を

証
す

る
書

面
及

び
当

該
主

任
技

術
者

又
は

監
理

技
術

者
が

作
成

建
設

業
者

に
雇

用
期

間
を

特
に

限
定

す
る

こ
と

な
く

雇
用

さ
れ

て
い

る
者

で
あ

る
こ

と
を

証
す

る
書

面
又

は
こ

れ
ら

の
写

し
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
＿

＿
・
専

門
技

術
者

を
お

く
場

合
は

、
そ

の
者

が
主

任
技

術
者

資
格

を
有

す
る

こ
と

を
証

す
る

書
面

及
び

そ
の

者
が

作
成

建
設

業
者

に
雇

用
期

間
を

特
に

限
定

す
る

こ
と

な
く
雇

用
さ

れ
て

い
る

者
で

あ
る

こ
と

を
証

す
る

書
面

又
は

こ
れ

ら
の

写
し



改 正 案 現   行 

様式第２号 

 

様式第２号 

 様
式

第
2
号

年
月

日

　

　

健
康

保
険

　
　

年
　

　
月

　
　

日
知

事
　

一
般

工
事

業
大

臣
　

特
定

  
  

  
  

第
　

　
　

　
号

　
　

年
　

　
月

　
　

日
知

事
　

一
般

工
事

名
称

及
び

工
事

内
容

建
設

業
の

許
可

施
工

に
必

要
な

許
可

業
種

許
　

可
　

番
　

号
許

可
（
更

新
）
年

月
日

工
事

業
大

臣
　

特
定

  
  

  
  

第
　

　
　

　
号

会
社

名
代

表
者

名

工
期

自
　

　
　

　
　

年
　

　
　

月
　

　
　

日

至
　

　
　

　
　

年
　

　
　

月
　

　
　

日
契

約
日

年
　

　
　

月
　

　
　

日
　

住
所

電
話

番
号

工
事

名
称

及
び

工
事

内
容

工
期

自
　

　
　

　
　

年
　

　
　

月
　

　
　

日

至
　

　
　

　
　

年
　

　
　

月
　

　
　

日
年

　
　

　
月

　
　

　
日

　

住
所

安
全

衛
生

推
進

者
名

《再
下

請
負

関
係

》
再

下
請

負
業

者
及

び
再

下
請

負
契

約
関

係
に

つ
い

て
次

の
と

お
り

報
告

い
た

し
ま

す
。

再
下

請
負

通
知

書

直
近

上
位

注
文

者
名

【
報

告
下

請
負

業
者

】

資
格

内
容

元
請

名
称

《自
社

に
関

す
る

事
項

》

大
臣

　
特

定

知
事

　
一

般

大
臣

　
特

定

工
事

業

工
事

業

  
  

  
  

第
　

　
　

　
号

  
  

  
  

第
　

　
　

　
号

安
全

衛
生

責
任

者
名

会
社

名

知
事

　
一

般

建
設

業
の

許
可

施
工

に
必

要
な

許
可

業
種

許
　

可
　

番
　

号

　
　

年
　

　
月

　
　

日

許
可

（
更

新
）
年

月
日

雇
用

管
理

責
任

者
名

現
場

代
理

人
名

事
業

所
整

理
記

号
等

代
表

者
名

注
文

者
と

の
契

約
日

保
険

加
入

の
有

無

健
康

保
険

等
の

加
入

状
況

保
険

加
入

の
有

無

健
康

保
険

厚
生

年
金

保
険

雇
用

保
険

加
入

　
　

未
加

入
適

用
除

外
加

入
　

　
未

加
入

適
用

除
外

営
業

所
の

名
称

厚
生

年
金

保
険

安
全

衛
生

責
任

者
名

厚
生

年
金

保
険

雇
用

保
険

雇
用

管
理

責
任

者
名

専
門

技
術

者
名

営
業

所
の

名
称

　
　

年
　

　
月

　
　

日

健
康

保
険

等
の

加
入

状
況

資
格

内
容

資
格

内
容

現
場

代
理

人
名

加
入

　
　

未
加

入
適

用
除

外

健
康

保
険

厚
生

年
金

保
険

雇
用

保
険

加
入

　
　

未
加

入
適

用
除

外
加

入
　

　
未

加
入

適
用

除
外

加
入

　
　

未
加

入
適

用
除

外

事
業

所
整

理
記

号
等

健
康

保
険

雇
用

保
険

一
号

特
定

技
能

外
国

人
の

従
事

の
状

況

（
有

無
）

権
限

及
び

意
見

申
出

方
法

安
全

衛
生

推
進

者
名

有
　

　
無

権
限

及
び

意
見

申
出

方
法

主
任

技
術

者
名

専
　

任
非

専
任

一
号

特
定

技
能

外
国

人
の

従
事

の
状

況

（
有

無
）

有
　

　
無

外
国

人
技

能
実

習
生

の

従
事

の
状

況

(有
無

)
有

　
　

無

資
格

内
容

担
当

工
事

内
容

権
限

及
び

意
見

申
出

方
法

専
門

技
術

者
名

主
任

技
術

者
名

専
　

任
非

専
任

担
当

工
事

内
容

有
　

　
無

外
国

人
技

能
実

習
生

の

従
事

の
状

況

(有
無

)

監
督

員
名

※
再

下
請

通
知

書
の

添
付

書
類

（建
設

業
法

施
行

規
則

第
１

４
条

の
４

第
３

項
）

・
再

下
請

通
知

人
が

再
下

請
人

と
締

結
し

た
当

初
契

約
及

び
変

更
契

約
の

契
約

書
面

の
写

し
（公

共
工

事
以

外
の

建
設

工
事

に
つ

い
て

締
結

さ
れ

る
も

の
に

係
る

も
の

は
、

請
負

代
金

の
額

に
係

る
部

分
を

除
く

）

様
式

第
2
号

年
月

日

　

　

営
業

所
の

名
称

健
康

保
険

　
　

年
　

　
月

　
　

日
知

事
　

一
般

工
事

業
大

臣
　

特
定

  
  

  
  

第
　

　
　

　
号

　
　

年
　

　
月

　
　

日
知

事
　

一
般

工
事

名
称

及
び

工
事

内
容

建
設

業
の

許
可

施
工

に
必

要
な

許
可

業
種

許
　

可
　

番
　

号
許

可
（
更

新
）
年

月
日

工
事

業
大

臣
　

特
定

  
  

  
  

第
　

　
　

　
号

会
社

名
代

表
者

名

工
期

自
　

　
　

　
　

年
　

　
　

月
　

　
　

日

至
　

　
　

　
　

年
　

　
　

月
　

　
　

日
契

約
日

年
　

　
　

月
　

　
　

日
　

住
所

電
話

番
号

工
事

名
称

及
び

工
事

内
容

工
期

自
　

　
　

　
　

年
　

　
　

月
　

　
　

日

至
　

　
　

　
　

年
　

　
　

月
　

　
　

日
年

　
　

　
月

　
　

　
日

　

住
所

安
全

衛
生

推
進

者
名

《
再

下
請

負
関

係
》

再
下

請
負

業
者

及
び

再
下

請
負

契
約

関
係

に
つ

い
て

次
の

と
お

り
報

告
い

た
し

ま
す

。
再

下
請

負
通

知
書

直
近

上
位

注
文

者
名

【
報

告
下

請
負

業
者

】

専
門

技
術

者
名

主
任

技
術

者
名

専
　

任
非

専
任

資
格

内
容

元
請

名
称

《
自

社
に

関
す

る
事

項
》

大
臣

　
特

定

知
事

　
一

般

大
臣

　
特

定

工
事

業

工
事

業

  
  

  
  

第
　

　
　

　
号

  
  

  
  

第
　

　
　

　
号

安
全

衛
生

責
任

者
名

会
社

名

知
事

　
一

般

建
設

業
の

許
可

施
工

に
必

要
な

許
可

業
種

許
　

可
　

番
　

号

　
　

年
　

　
月

　
　

日

許
可

（
更

新
）
年

月
日

雇
用

管
理

責
任

者
名

現
場

代
理

人
名

事
業

所
整

理
記

号
等

代
表

者
名

注
文

者
と

の
契

約
日

保
険

加
入

の
有

無

健
康

保
険

等
の

加
入

状
況

保
険

加
入

の
有

無

健
康

保
険

厚
生

年
金

保
険

雇
用

保
険

加
入

　
　

未
加

入
適

用
除

外
加

入
　

　
未

加
入

適
用

除
外

加
入

　
　

未
加

入
適

用
除

外

営
業

所
の

名
称

厚
生

年
金

保
険

安
全

衛
生

責
任

者
名

厚
生

年
金

保
険

雇
用

保
険

雇
用

管
理

責
任

者
名

専
門

技
術

者
名

雇
用

保
険

　
　

年
　

　
月

　
　

日

健
康

保
険

等
の

加
入

状
況

資
格

内
容

資
格

内
容

現
場

代
理

人
名

健
康

保
険

厚
生

年
金

保
険

雇
用

保
険

加
入

　
　

未
加

入
適

用
除

外
加

入
　

　
未

加
入

適
用

除
外

加
入

　
　

未
加

入
適

用
除

外

事
業

所
整

理
記

号
等

健
康

保
険

一
号

特
定

技
能

外
国

人
の

従
事

の
状

況

（
有

無
）

権
限

及
び

意
見

申
出

方
法

安
全

衛
生

推
進

者
名

有
　

　
無

権
限

及
び

意
見

申
出

方
法

主
任

技
術

者
名

専
　

任
非

専
任

一
号

特
定

技
能

外
国

人
の

従
事

の
状

況
（
有

無
）

有
　

　
無

外
国

人
建

設
就

労
者

の

従
事

の
状

況
(有

無
)

有
　

　
無

外
国

人
技

能
実

習
生

の

従
事

の
状

況
(有

無
)

監
督

員
名

資
格

内
容

有
　

　
無

担
当

工
事

内
容

権
限

及
び

意
見

申
出

方
法

担
当

工
事

内
容

有
　

　
無

外
国

人
技

能
実

習
生

の

従
事

の
状

況

(有
無

)
有

　
　

無
外

国
人

建
設

就
労

者
の

従
事

の
状

況

(有
無

)

※
再

下
請

通
知

書
の

添
付

書
類

（建
設

業
法

施
行

規
則

第
１

４
条

の
４

第
３

項
）

・
再

下
請

通
知

人
が

再
下

請
人

と
締

結
し

た
当

初
契

約
及

び
変

更
契

約
の

契
約

書
面

の
写

し
（公

共
工

事
以

外
の

建
設

工
事

に
つ

い
て

締
結

さ
れ

る
も

の
に

係
る

も
の

は
、

請
負

代
金

の
額

に
係

る
部

分
を

除
く

）



改 正 案 現   行 

様式第７号 

 
 

 

 

 

 

 

様式第７号 

 

 

 

様式第7号

　　年　　月　　日

君津市長 　様

住所

商号又は名称

代表者名

電話番号

　このことについて，　　年　　月　　日契約に係る　　　　　　工事に関し，下記の者を　

選任したので君津市建設工事適正化指導要綱第11条第2項の規定並びに建設工事請負契約約款第1０条

第1項の規定により通知します。

記

※ 添付書類

　　主任技術者、監理技術者、監理技術者補佐及び専門技術者については、資格を証明する書類の写し及び

　直接的かつ恒常的な雇用関係にあることを証明する書類の写し。

　（注）主任技術者、監理技術者の欄は、区分に応じて不要なものを抹消すること。

　となる工事

主任技術者等選任通知書

専門技術者監理技術者補佐現場代理人

氏　　名

主 任 技 術 者
監 理 技 術 者
特例監理技術者

　建設業許可における営業所技術者及び特定営業所技術者は、営業所に常勤している必要があるため、建設業法

監理技術者補佐として配置することはできません。（建設業法第7条第2号，第26条第3項，建設業法施行令第27条）

第26条の5に該当する場合を除き、現場への専任を求められる工事（※）における主任技術者・監理技術者・

※公共性のある工作物に関する工事であって請負金額が4,500万円以上（建築一式工事の場合は9,000万円以上）

様式第7号

　　年　　月　　日

君津市長 　様

住所

商号又は名称

代表者名

電話番号

　このことについて，　　年　　月　　日契約に係る　　　　　　工事に関し，下記の者を　

選任したので君津市建設工事適正化指導要綱第11条第2項の規定並びに建設工事請負契約約款第1０条

第1項の規定により通知します。

記

※ 添付書類

(1)主任技術者、監理技術者、特例監理技術者、監理技術者補佐及び専門技術者については、

　資格を証明する書類の写し及び直接的かつ恒常的な雇用関係にあることを証明する書類の写し。

(2)専任技術者一覧表（別添様式又は任意に作成した一覧表による）

（注） １　主任技術者、監理技術者、特例監理技術者の欄は、区分に応じて不要なものを抹消すること。

２　監理技術者及び特例監理技術者については、資格欄に資格者番号を併せて記載すること。

　建設業許可における専任技術者は、営業所に常勤している必要があるため、現場への専任を求められる工事（※）

における主任技術者・監理技術者・特例監理技術者・監理技術者補佐として配置することはできません。

※公共性のある工作物に関する工事であって請負金額が4,000万円以上（建築一式工事の場合は8,000万円以上）

　となる工事

選 任 日 年　　月　　日 年　　月　　日 年　　月　　日

年　　月　　日年　　月　　日

主任技術者等選任通知書

専門技術者監理技術者補佐現場代理人

資　　格

生年月日

現 住 所

氏　　名

年　　月　　日

（建設業法第7条第2号，第26条第3項，建設業法施行令第27条）

年　　月　　日

主 任 技 術 者
監 理 技 術 者
特例監理技術者

年　　月　　日



改 正 案 現   行 

様式第７号別添 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 削 除 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第７号別添 

 

 

 

 

 

別　添

年　　月　　日現在

専任技術者一覧表

営業所の名称 担当業種専任技術者の氏名



改 正 案 現   行 

様式第９号 

 

 

 

 

 

 

様式第９号 

 

様式第9号

　　年　　月　　日

　様

住所

商号又は名称

代表者名

電話番号

ます。　

※ 添付書類

　主任技術者、監理技術者、監理技術者補佐及び専門技術者については、資格を証明する

書類の写し及び直接的かつ恒常的な雇用関係にあることを証明する書類の写し。

変　更　通　知　書

　　　年　　月　　日契約に係る　　　　　　工事に関し，　　　年　　月　　日付けで

通知した　　　　　　　　について、下記のとおり変更しましたので、君津市建設工事適正

化指導指針第11条第3項の規定並びに建設工事請負契約約款第10条第2項の規定により通知し

氏　　名

変　更　前

記

変　更　後

様式第9号

　　年　　月　　日

　様

住所

商号又は名称

代表者名

電話番号

ます。　

※ 添付書類

(1)主任技術者、監理技術者、特例監理技術者、監理技術者補佐及び専門技術者については、

　資格を証明する書類の写し及び直接的かつ恒常的な雇用関係にあることを証明する書類の写し。

(2)専任技術者一覧表（別添様式又は任意に作成した一覧表による）

（注）

記

変 更 日 年　　月　　日

年　　月　　日

変　更　後

資　　格

生年月日

現 住 所

氏　　名

変　更　前

変　更　通　知　書

年　　月　　日

監理技術者及び特例監理技術者については、資格欄に資格者番号を併せて記載すること。

　　　年　　月　　日契約に係る　　　　　　工事に関し，　　　年　　月　　日付けで

通知した　　　　　　　　について、下記のとおり変更しましたので、君津市建設工事適正

化指導要綱第11条第3項の規定並びに建設工事請負契約約款第10条第2項の規定により通知し



改 正 案 現   行 

様式第１０号別添 

 

 

様式第１０号別添 

 

 

別　添

　イ．建設工事標準下請契約約款を使用

　ロ．同契約約款に準拠した内容を持つ下請契約

　　約款を使用

　ハ．その他

２．その他の事項 （具体的に記入）

（不適正等の内容）

（指導状況）

点検（調査）者職・氏名

点 検 等 年 月 日 　　　年　　　月　　　日

１．点検事項 点検結果（該当事項に○をする）

　(1)施工体制台帳の整備状況 イ．適正　　ロ．一部不適正　　ハ．不適正

　(2)下請契約書

  (3)一括下請又は不必要な重層下請 　イ．疑いがない　ロ．疑いがある

　(4)標識等の掲示 イ．適正　　ロ．一部不適正　　ハ．不適正

　(5)施工体制及び施工体系図の確認 イ．適正　　ロ．一部不適正　　ハ．不適正

　(6)監理（主任）技術者、監理技術者
　　補佐の配置状況

イ．適正　　ロ．一部不適正　　ハ．不適正

　(7)下請業者の使用状況 イ．適正　　ロ．一部不適正　　ハ．不適正

　(8)社会保険の加入状況 イ．適正　　ロ．一部不適正　　ハ．不適正

別　添

　イ．建設工事標準下請契約約款を使用

　ロ．同契約約款に準拠した内容を持つ下請契約

　　約款を使用

　ハ．その他

２．その他の事項 （具体的に記入）

（不適正等の内容）

（指導状況）

点検（調査）者職・氏名

点 検 等 年 月 日 　　　年　　　月　　　日

１．点検事項 点検結果（該当事項に○をする）

　(1)施工体制台帳の整備状況 イ．適正　　ロ．一部不適正　　ハ．不適正

　(2)下請契約書

  (3)一括下請又は不必要な重層下請 　イ．疑いがない　ロ．疑いがある

　(4)標識等の掲示 イ．適正　　ロ．一部不適正　　ハ．不適正

　(5)施工体制及び施工体系図の確認 イ．適正　　ロ．一部不適正　　ハ．不適正

　(6)監理（主任）技術者の配置状況 イ．適正　　ロ．一部不適正　　ハ．不適正

　(7)下請業者の使用状況 イ．適正　　ロ．一部不適正　　ハ．不適正

　(8)社会保険の加入状況 イ．適正　　ロ．一部不適正　　ハ．不適正



改 正 案 現   行 

様式第１２号別添 

 

 

様式第１２号別添 

 

 

別　添

（備考）

（注） １　「主任技術者又は監理技術者」「監理技術者補佐」「専門技術者」欄には，

　確認当日実際に技術管理を行っている者を記載すること。

２　「連絡員」欄には確認当日実際に工事現場で連絡員として配置されていた者

　　を記載すること。

３　「当該工事施工者」欄には確認当日実際に工事を施工していた者を記載する

　　こと。

専門技術者

監理技術者補佐

確
認
事
項

年　　　月　　　日

　氏　名

当該工事
施 工 者

確　認　日

現場代理人

主任技術者
又は

監理技術者

会社の名称氏　　名会社の名称氏　　名

連絡員

会社の名称工事の種別会社の名称工事の種別

別　添

（備考）

（注） １　「主任技術者又は監理技術者」「専門技術者」欄には，確認当日実際に技術

　管理を行っている者を記載すること。

２　「当該工事施工者」欄には確認当日実際に工事を施工していた者を記載する

　　こと。

確　認　日

現場代理人

主任技術者
又は

監理技術者

専門技術者

会社の名称氏　　名会社の名称氏　　名

確
認
事
項

年　　　月　　　日

　氏　名

当該工事
施 工 者

会社の名称工事の種別会社の名称工事の種別



改 正 案 現   行 

様式第１３号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 新 設 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第13号

対象期間

建設業者 名称

所在地

氏名

所属営業所名

工事名称

工事現場所在地

名称

所在地

建設工事の内容

請負代金の額

移動時間

下請次数

情報通信機器

氏名

所属会社

年 月 ～ 年 月

年 月 ～ 年 月

年 月

工事名称

所在地

建設工事の内容

請負代金の額

移動時間

下請次数

情報通信機器

氏名

所属会社

年 月 ～ 年 月

年 月 ～ 年 月

年 月

工事現場の施工体制の
確認方法

連絡員

建設工事１

実績時間

主任技術者
又は監理技
術者（営業所

技術者又は特定

営業所技術者）
一日平均の法定外労働
時間

契約締結営業所

※1億円未満(建築一式工事の場合は2億円未

満)である必要

※法別表第１上段のどれか

※1億円未満(建築一式工事の場合は2億円未

満)である必要
※１日で巡回可能かつ概ね２時間以内である

必要

※３次以内である必要

※17条の5の場合のみ記載

※上記所属営業所と同じである必要

期　間

合　計

※17条の5の場合のみ記載

実務の経験
※土木一式工事又

は建築一式工事の

場合に記載　※実

務の経験は１年以

上である必要

工事名称

見込み時間

合　計

年　　月　　日

人員の配置を示す計画書

（建設業法施行規則第17条の2又は第17条の5）

工事現場の施工体制の
確認方法

連絡員
実務の経験
※土木一式工事又

は建築一式工事の

場合に記載　※実

務の経験は１年以

上である必要

工事名称 期　間

令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日

建設工事２

※法別表第１上段のどれか

※３次以内である必要

※１日で巡回可能かつ概ね２時間以内である

必要


